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１. 仮設防護柵の設置状況

１．１ アンケートの概要

・実施主体 全国特定法面保護協会、斜面防災対策技術協会

・実施年月日 平成２３年１月

・有効回答数 ２８

１．２ アンケート結果
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仮設防護柵が使用されている対策工 仮設防護柵の目的

【設置規格】

支柱の規格

土留材の規格

土留材の固定方法

仮設防護柵の主な規格

・支柱の規格 ： H300 、H200
・部材の材質 ： 鋼矢板、軽量鋼矢板、木矢板
・固定方法 ： 溶接、固定金具
・支柱間隔 ： 2m、3m

２．背景と目的
２．１ 仮設防護柵の被災事例
（１）被災事例 １

写真－ １ H19.1月に奈良県で発生した事例

・幅約30ｍ、高さ約35ｍ、崩壊土砂量約1,100ｍ３の規模の崩落が発生し、
通りかかった自動車1台が崩土に巻き込まれ、乗車していた3名の方が亡
くなる災害が発生した。

・現場では、約２週間前に幅約20ｍ,高さ約30ｍ.土量100 ｍ３の規模の崩落
（１回目）が発生し、数日後に、1回目の崩落地内で幅約18ｍ,高さ約25ｍ,

崩壊土砂量80ｍ３の崩落（2回目）が発生している。

(a) 全 景 (b)仮設防護柵が被災した状況

（１）被災事例 ２

写真－２ H23.2月に静岡県で発生した事例

・延長約40m、高さ約40m、崩壊土砂量約3千m3の崩壊が発生した。

・この崩壊で軽トラック１台が崩壊土砂に巻き込まれ、１名は自力で脱出した
が、１名は閉じこめられる災害が発生した。

・現場は、約５か月前（9月の台風による豪雨）、約３か月前（11月の降雨後）に
崩壊が発生しており、今回もその隣接斜面で崩壊が発生した。

(a)仮設防護柵の被災状況 (b)崩壊地の上部からの状況
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２．２ 大規模崩落に至るまでの落石・小崩落観測事例

（１）落石・小崩壊事例 １

・規模 幅150ｍ、長さ135m、移動土塊量約265,000m3
・落石回数 累計1,352回
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（２）落石・小崩壊事例 ２

・規模 幅40ｍ、長さ80ｍ、崩壊土砂量14,000ｍ3

・落石回数 累計 1,352回

・２回目のイベント時（イベント3~8）に落石が集中してみられた（44％）。
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山間部では、道路斜面の災害時や工事中に多くの場合仮設防護柵が用いられてい

る。しかし、仮設防護柵で対応不可能な規模の落石や崩落が発生し、仮設防護柵もろ

とも道路利用者が被災する事例も報告されている。

そこで、仮設防護柵で対応不可能な落石・崩落が発生した際にも被災者を出さない道

路管理手法の開発が求められている。

２．３ まとめ

一般的に大規模斜面崩落の前兆現象として、落石や小崩落が発生し、それら
が増加する傾向がみられることがあるに着目し、仮設防護柵に振動計を用いた
センサー設置することにより落石や崩落を検知し、斜面変動が発生していること
を道路管理者へ通知するシステムについて紹介します。

落石・崩落発生

仮設防護柵に衝突

仮設防護柵の振動を検知センサ が検知

３．１ 崩落検出システムのイメージ

フィルタリングのイメージ

仮設防護柵

検知センサー

検知センサー

検知センサーの運用イメージ

中継ユニットメインユニット

３．開発したシステム、センサの概要

仮設防護柵の振動を検知センサーが検知

フィルタリングにより、検知した振動の中か
ら落石・崩落を検出

道路管理者へ異常を通知

中継ユニットを経てメインユニットへ振動
データを送信

フィルタリングのイメ ジ

観測／送信装置

記録部(パソコン)

振動波形(イメージ)

（１）速度型振動計を用いたセンサ

種 類 数 量 要 求 仕 様 

振動センサー 

 

1成分3個 

 

形  式 MC型小型地震計 （速度計：水平動のみ） 

固有周波数 14Hz （28Hz可） 

観測部/送信部 

 

 

 

 

3成分1台 

 

 

 

 

周 波 数 200Hz～500Hz 

サンプリング 1kHz （1msec） 

分 解 能 16Bit以上 

通信方式 Bluetooth （通信距離：見通約300m） 

記録方式 波形の連続送出方式 （トリガー無し） 

速度型振動計を用いたセンサの仕様

３．２ 開発したセンサの概要

記 録 部 

 

 

1台 

 

 

装置形式 WindowsXp/7 パソコン 

通信方式 Bluetooth （通信距離：見通約300m） 

観測方式 連続記録方式 （100GByteで約200日） 

処 理 部 

（記録部と兼用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

モニター機能 波形を常時表示することによる監視 

トリガー機能 ソフトウエアトリガー方式 （不感時間帯の除去） 

ノイズ除去機能 

 

卓越周波数 ：200Hz（変更可）以下はノイズ 

振動継続時間：0.1S（変更可）以下は空電ノイズ 

波形区分機能 落石、自動車、発破（段発）、工事など 

波形処理機能 振動エネルギー、検知位置計算*、振動エネルギー計算* 

処理結果 

表示機能 

 

 

1時間別（変更可）落石イベントグラフ 

1時間別（変更可）振動エネルギーグラフ 

1時間別（変更可）最大振幅（質量）の時間変化グラフ* 

検知位置の平面分布と時間変化グラフ* 

通信機能 TCP/IP通信により波形と処理結果等を遠隔地に送出 

 

＜参考＞仮設防護柵の落石・崩落の規模を推定するシステム

速度型振動計（地震計）をベースに「メモリー機能」と「高度な演
算処理機能」を追加したハイスペックなシステムの提案



 ■共通

電波方式 特定小電力無線　ARIB-T67準拠

無線周波数 429.25MHz～429.7375MHz、12.5KHz間隔、40chの中から10ch使用

送信電力 10mW

送信距離 100m（環境条件による）

※検知ユニット～中継ユニット間100m、中継ユニット～メインユニット間100m

検知ユニット最大数 10台（中継ユニット当たり）

■ 検知ユニット

電源制御 微振動センサー（ボール接点式、30gal以上で感知）

加速度センサータイプ 半導体ピエゾ抵抗型、３軸

A/D変換 サンプリング500Hz、分解能10bit

フィルタリング デジタルフィルター（ハイパスフィルター、ローパスフィルター）

振幅レベル設定 4段階、設定下限値0.05G、設定上限値4G　※メインユニットからの変更可能

電　源 アルカリ単三電池3本

動作時間 約1年（常時警戒モードの場合）

（２）加速度型振動計を用
いたシステム

検知ユニット

加速度型振動計を用いたセンサの仕様

動作温度 -10～60℃　（結露なきこと）

材質、保護等級 ポリカーボネート、IP54準拠

寸　法 60（W）×120（H）×40（D）mm　（突起物含まず）

■ 中継ユニット

通信制御 不感帯時間（10秒）による受信待機機能

電　源 アルカリ単一電池２本

動作時間 約１年（使用条件による）

動作温度 -10～60℃　（結露なきこと）

材質、保護等級 ポリカーボネート、IP54準拠

寸　法 80（W）×160（H）×56（D）mm　（突起物含まず）

■ メインユニット

ネットワーク機能 10BASE-T／100BASE-TX、RJ45コネクタ　

警報機能 圧電ブザー

接点出力機能 無電圧タイプ、1接点、接点容量DC30V2A以下

電　源 DC6V（専用ACアダプタ）

バックアップ電源 3.6Vニッケル水素電池パック1本（動作時間：1時間程度）

動作温度 -10～60℃　（結露なきこと）

材質、保護等級 ポリカーボネート、IP54準拠

寸　法 　135（W）×200（H）×50（D）mm　（突起物含まず）

中継ユニット

メインユニット

＜参考＞仮設防護柵への落石・崩落の発生のみを検知するシステム

加速度型振動計（MEMSセンサ）をベースに、基本機構の
みによるロースペックなシステムの提案

３．３ 加速度型振動計のシステムと速度型振動計のシステムの特徴

加速度型振動計 速度型振動計

・落石の発生回数
・検知時刻
・監視カメラや警報機との組み合わること

により、落石が落石防護柵に衝突する

位置の確認が可能。

・検知時刻，最大振幅・周波数，継続時間，

波形種別

・落石の衝突位置、斜面崩壊の発生位置

の推定も可能。

（１）取得情報

落石検知回数のWeb閲覧画面
自動分析処理画面

検 知 頻 度

波 形

加速度型振動計 速度型振動計

・メインユニット１台に対し、最大１０台まで

の検知センサーの設置が可能。

・検知センサー～中継ユニット間、中継ユ

ニット～メインユニット間で無線通信が可

・メインユニット１台に対し、最大3台までの
検知センサーの設置が可能。複数のメイ
ンユニットを並列して稼働させることが可
能。

・岩盤や土砂地盤にも検知センサを設置
が可能。

・中継ユニット～メインユニット間は、無線
通信 （Bl t th 通信により見通し距離

（２）配線、配置

ニット～メインユニット間で無線通信が可

能。

⇒計器設置時の配線作業が不要。

・インターネットを使用して検知情報を事

務所などに送信が可能。

通信 （Bluetooth 通信により見通し距離
で約300mまで）が可能。
⇒計器設置時の配線作業が不要。

・インターネットを使用して，波形データや

その処理結果を事務所などに送信が可

能。

加速度型振動計 速度型振動計

・省電力機能により乾電池で最長で約１

年間の検知が可能。

・GPS時計による自動校正システムを内

蔵。

・トリガーを設定せず全ての波形を連続

記録するので，設定ミス等による欠測

がない。

（３）観測
４． 検証実験

４．１ システムの設置状況

試験地の状況（全景）



ハロゲンライト

画素300万画素、高

感度（被写体最低照
度0.005Lux以上）の
デジタル監視カメラ

加速度型崩落検知シ
ステムと連動するよう

（１）加速度型振動計を用いたシステム

ハロゲンライト ステムと連動するよう
設置・設定し、検知時
の落石状況を撮影

カメラの画像データに
より、検知システムを
検証

監視カメラの設置状況

観測部制御、記録、収録装置（速度型）

（２）速度型振動計を用いたシステム

1m

1m

MEMS加速度センサ
による検知ユニット

速度型振動計
（速度型）

振動計、観測小屋の配置状況

４．３ 観測結果

実験期間中のイベントの発生状況と降雨の関係

〇加速度型振動計を用いたシステム
－監視カメラの組み合わせによる落石衝突位置の推定－

監視カメラによる比較的大きな落石発生状況
（3月7日14:31）

直径30cm大の落石が直撃

鉄球振り子試験結果をも
とに衝撃位置を挟む2つ

の振動計の振幅比を算
出し、振幅比による衝撃
位置推定方法の定式化

〇速度型振動計を用いた崩落検知システム
－落石衝突位置の推定－

置推定 法 定

長期検証実験結果で、
70％以上、1スパンの誤
差を許せば90％以上の
的中率

振幅比を用いた衝突位置推定結果

監視カメラ結果による検証結果

（１）加速度型振動計を用いたシステム

〇システム全般

独立行政法人土木研究所土砂管理研究グループ地すべりチーム
〒305-8516 茨城県つくば市南原１－６
TEL：029-879-6787

〇個別技術

５．本システムに関する問い合わせ先

応用地質株式会社 計測システム事業部 技術部
〒305-0841 茨城県つくば市御幸が丘43
TEL:029-851-5078  FAX: 029-851-7290
URL：http://www.oyo.jp e-mail：seihin@oyo.jp                      

川崎地質株式会社 技術本部
〒108-8337 東京都港区三田 2-11-15 
TEL:03-5445-2077  FAX:03-5445-2093 
URL：http://www.kge.co.jp e-mail：kgetec@kge.co.jp            

振

（２）速度型振動計を用いたシステム
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